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はじめに
　2015 年のトヨタの年間一時金（以下「一
時金」とする）は、6.8 か月で労使が合意し
た。6.8 か月は労働組合 1（以下「組合」と
する）の要求どおりの「満額回答」であっ
た。
　一時金は労使での合意によって決まるが、
合意する前に、組合はトヨタに対して、一時
金の要求を決め、それをトヨタに説明しなけ
ればならない。6.8 か月という他の企業と比
較して、非常に高い水準の一時金であるが 2、
組合はどのような根拠をもって一時金を要求
しているのであろうか。
　トヨタの一時金は、1967 年以前は夏・冬
別々に交渉されており、組合は確固たる要求
方式を確立しておらず、要求方式の確立は
1968 年以降である。組合は要求方式の変遷
を、次のように整理している 3。
　1968 年から 1987 年：月数固定方式
　1988 年から 1989 年：移行期
　1990 年から 1999 年：小幅ドリフト方式
　2000 年から 2013 年：3 階建て要求方式
　1968 年から 1987 年までは「組合は生活の
安定・安心感の確保のために、『年間協定・
月数固定方式』を確立」4 して、6.1 か月を
要求してきたが、これに対してトヨタは
1986 年まで組合の要求どおりの「満額回答」
をしてきた。
　しかしながら、1987 年のトヨタの回答は
要求を下回る「満額割れ」の 6.0 か月となり、
組合は要求方式の見直しを行うのであった。
そこで組合は月数を固定せず変動幅を小幅と
する「小幅ドリフト方式」を確立するので
あった。そしてトヨタは 1998 年まで組合の
要求どおりの回答をしてきたが、1999 年に
は組合の 6.0 か月の要求に対してトヨタは
5.9 か月を回答し「満額割れ」となった。
　そこで組合は再び要求方式を見直し、2000
年に「3 階建て要求方式」を確立するので
あった。しかしながら、その後、組合はこの
「3 階建て方式」の内容を見直し修正してい
く。そして 2013 年の労使協議会で議論を受
けて、組合はこの「3 階建て要求方式」を見
直し、2014 年に新しい要求方式を確立する
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１　ここでの労働組合はトヨタ自動車労働組合である。
２　例えばホンダは 5.9 か月であり、日産は 5.7 か月である。
３　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1100、2013 年 10 月 2 日。ただし 2013 年は筆者が記載し
た。
４　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1100、2013 年 10 月 2 日。
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のであった。
　組合の要求方式はこのように変わってきた
が、ここでは、要求方式が質的に転換した
2000年から 2013年までにおける要求方式と、
そして今日の要求方式となった 2013 年の組
合の要求方式の見直しの議論と、新しい要求
方式をとった 2014 年と 2015 年を中心に、ト
ヨタの組合の一時金要求についてみていきた
い。
　
Ⅰ．企業業績と関連した一時金へ転換
１．1999年までの要求方式
　組合は、1968 年から「月数固定方式」と
して 6.1 か月を毎年の一時金要求としてきた
が 5、トヨタから固定的な月数方式を見直す
発言があり、組合は 1990 年から「小幅なド
リフト方式」の考え方を取り入れてきた。組
合はこの要求方式の変更にあたり、1990 年
においてそれまでの一時金の役割を整理し、
一時金対する考え方を表 1 のように整理し
た。この考えに基づいて、組合は、1990 年
から 1999 年まで 5.8 か月から 6.2 か月の要
求をしてきた。こうした組合の要求の考え方
に対してトヨタは、毎年のゆめ W6 における
労使協議会において、「賞与」は企業の業績
を反映するものであり、業績は金額で表され
るから「賞与」は月数ではなく、金額で考え
るべきものであることを主張してきた。しか
しながら、組合は 1999 年までは、このトヨ
タの主張にある企業業績の反映については妥
協しなかったのである。
　1999 年の年間一時金に対する組合の要求
は 6.0 か月であったが、トヨタの回答は 5.9
か月となり、12 年ぶりに「満額割れ」の回
答となった。1999 年のゆめ W の労使協議会
においてトヨタは、「『今後の賞与について
は、従来以上に、業績の変動を反映して決定
すべき時期にきている』という極めて厳しい
姿勢を示し続け」7、組合が前年よりも 0.1
か月減額した要求をしたにも関わらず、満額
割れの回答を示したのであった。
　そこで組合は、1999 年のゆめ W で示され
たトヨタの姿勢を踏まえ、2000 年のゆめ W
表 1　1990年代の一時金の考え方
①これまで積み上げてきた実績を大切にし「長期安定的向上」の考え方を基本とする。今後月数を変
えていく中でも、長期安定的向上の基本的考え方の観点から、実績（月数・金額）が重要な意味を
もつ。
②その上で、「働きぶり・努力ぶりとその成果」を反映させ、「ヤル気・元気」に結びつく一時金とし
「トヨタの魅力」を高めていく。
③生活の安定化の観点から「年間協定方式・月数要求方式」を堅持していく。
　（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0101、1990 年 5 月 22 日より作成した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　組合は 1968 年から 6.1 か月を要求したが、「月数固定方式」の基本的考えである「年間協定・夏冬型、
月数（固定）要求方式」を確立するのは 1969 年であった（トヨタ自動車労働組合『一人ひとりが輝く
明日へ』トヨタ自動車労働組合、2006 年、218 ページ）。
６　トヨタの組合は、1989 年から「春闘」とは言わず「ゆめＷ」と言っている。組合によれば、これは
Wage と Working time の頭文字Ｗをとったもので、賃上げと労働時間の短縮をダブル（W）でねらっ
たものとされている。
７　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0558- ②、1999 年 3 月 18 日。
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の一時金要求決定にあたっては、業績の動向
などの観点について従来以上に議論を充実さ
せ、「『長期安定的向上』『年間協定』『満額獲
得』などの観点も大切にしながらも、前年獲
得実績をベースとするこれまでのような要求
案議論を少なくとも変えていくべきであ
る」8 として、新しい一時金要求の方式の検
討に入っていくのであった。
２．2000年の要求方式
　組合は、2000 年のゆめ W において、「組
合員のやりがい感・達成感をより一層高める
とともに、組合員の努力・頑張りがこれまで
以上に業績の向上に結びつくよう、業績との
関連をより一層明確化」9 にした、トヨタの
業績と関連させた年間一時金の要求を提出し
ていくことになった。組合が提出した年間一
時金の要求は、5.9 か月であり、要求は表 2
のとおり「基礎部分」、「業績反映部分」、「総
合加算部分」の 3 つから構成されていた。
　「基礎部分」は「年間賃金の一部である一
時金の『安心感・安定感』につなげていく部
分」10 であり、「業績反映部分」はトヨタの
営業利益 1,000 億円当たり 5 万円で算出した
ものであった。「総合加算部分」は「数字と
して表れてこない部分を『毎年』総合的に判
断」11 する部分であり、判断にあたっての観
点は「業績に結び付ける過程での努力・頑張
り」・「今後の意欲・活力」・「グループの状
況」・「相対的優位性」・「直近の会社を取り巻
く環境」12 であった。
　なお、組合はこのトヨタの業績と関連させ
た年間一時金要求としたことについて、「業
績向上に一丸となって、取り組んでいこうと
いう前向きな決断」13 と述べ、トヨタの競争
力強化に協力していく姿勢を明らかにしたの
であった。
　トヨタは組合が企業業績と関連させた要求
方式へ変更したことを評価しつつも、業績の
低下が避けられないことから、2000 年のゆ
めＷの労使協議会では難色を示していたが、
5.9 か月の満額回答をした。
　また、3 月に行われた賃金分科会 14 におい
て、トヨタから「賞与」については金額で評
価し議論することが基本であるという意見が
出され、これに対して組合は、一時金が年間
賃金であることから賃金引き上げの結果を反
映できる月数のもつ意義が大きいことを指摘
しつつも、「月数＋金額要求」の検討が今後
は必要であるいう認識を示した。そして、組
合は賃金と一時金の「妥結提案・報告」の中
表 2　2000年の年間一時金要求
（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』
No.0584- ④、2000 年 1 月 27 日から作成し
た。
総合加算部分 0.2 か月
5.9 か月業績反映部分 0.7 か月
基礎部分 5 か月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
８　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0579、1999 年 12 月 3 日。
９　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0584- ④、2000 年 1 月 27 日。
10　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0591- ③、2000 年 2 月 24 日。
11　同上。
12　同上。
13　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0594- ①、2000 年 3 月 9 日。
14　労働協約では、分科会を「労使協議会の協議及び交渉事項の細部について協議し交渉する機関として、
分科会を設ける」とし、また「労使協議会の付託により又は会社と組合の双方が必要と認めた場合に開
催する」として、生産分科会、安全衛生環境分科会、厚生分科会、賃金分科会、人事分科会が設けられ
ている。
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強化と、働く人一人ひとりの意欲・活力の更
なる向上』につながる結論を労使で導き出
し、労使相互信頼の絆を一層強固なものとす
るが出来た」17 とする 2004 年の労使協議会
を受けて、一時金の要求方式を「グローバル
な規模で活躍する組合員の報われ感の一層の
向上に向けて議論を重ね、幅広く検討を行っ
ていく」18 という方針を明らかにした。
２．2005年の要求方式
　2004 年の方針を受けて組合は、2005 年に
一時金の要求方式を変更し、「総合加算部分」
を 2 つの部分から構成するようにした。
　1 つは「業績面から見たグローバルでの努
力・頑張りの反映分」であり、もう 1 つは
「グローバルなレベルを含めた、業績面には
現れない努力・頑張りの反映分など」「職場
討議を踏まえ、必要額を総合的に判断」する
部分であった。
　そして前者は、「連結子会社（国内・海外）
への貢献分」であり「連結業績（足下 1 年）
を指標として決定」する部分と、「連結子会
社以外（国内・海外）への貢献分」と「連結
子会社以外に対する業績面から総合的に判
断」する部分で構成した（表 4）。
　また組合が一時金の要求においてもう 1 つ
変更したのは、トヨタの業績と一時金との関
係であった。
　2004 年までの「月数＋金額」の要求方式
において組合は、「業績と関連を明確にした
ものとして位置づける」19 と述べていたが、
2005 年においては「業績との関連を明確に
位置づける」20 となった。そしてこのことに
で、「月数＋金額要求」について、全トヨタ
労働組合連合会に与える影響の大きさを十分
配慮しながら検討していくことを公式に表明
し、運動方針に明記した。
Ⅱ．企業業績との関連を明確にした一時金
１．2001年の要求方式
　2000 年の年間一時金について組合は、「新
しい一時金要求の組み立て方に基づき、業績
との関連をより一層明確化」15 と表現してい
たが、2001 年は「業績との関連を明確にし
た一時金要求の組み立てに基づく『月数＋金
額』方式による要求」16 と、要求方式におい
てトヨタの業績との関連を明確にしたものと
した。
　要求の組み立て方は表 2 と同じであるが、
2001 年からは「月数＋金額」方式となり、
要求は「5 か月＋ 32 万円」となった。「基礎
部分」は 5 か月であり、32 万円が「業績反
映部分」と「総合加算部分」となった。「業
績反映部分」はトヨタの営業利益 1,000 億円
当たり 5 万円で算出し 25 万円とし、「総合加
算部分」は 7 万円とした（表 3）。
　この要求方式は 2004 年まで続けられたが、
組合は「『グローバルトヨタの一層の競争力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
15　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0584- ④、2000 年 1 月 27 日。
16　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0616- ②、2001 年 1 月 29 日。
17　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0734- ①、2004 年 3 月 18 日。
18　同上。
19　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0722、2004 年 2 月 2 日。
20　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0756、2005 年 2 月 1 日。
総合加算部分 7 万円
業績反映部分 25 万円
基礎部分 5 か月
（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』
No.0616- ②、2001 年 1 月 29 日から作成し
た。
表 3　2001年の年間一時金要求
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が、「例年とは異なる組合員の努力や頑張り
に報い、元気を与え、今後の力水」21 とする
ために、これまでの要求の「理屈に沿った水
準を超える」22 ものであった。
　しかしトヨタは一時金に対する基本的な考
えを、「組合員の努力が業績に結びついて、
初めて賞与として支払いできるもの」23 と述
べ、業績の赤字が見込まれる状況にあること
などからの要求に応えることは困難という姿
勢を示し、最終的には平均 180 万円を回答し
た。この回答は、組合の要求より低く 2 年連
続で「満額割れ」という結果となった。
　こうした結果を受けて、6 月に開催された
一時金分科会において、組合はトヨタに対し
て「現在の環境変化や、会社の収益構造、及
び組合員の働き方が変化していく中で、トヨ
タ復活に向け懸命に取り組む組合員の努力・
頑張りが報われたと実感できる一時金とすべ
く、今後検討していきたい」24 と一時金の要
求方式について検討することを表明したので
あった。
よって、「総合加算部分」の内容が変更され
た。
　「総合加算部分」は「数字として表れてこ
ない部分を『毎年』総合的に判断」というよ
うに、そもそも要求の根拠としては曖昧な内
容であった。しかしながら、組合は一時金を
「業績との関連を明確に位置づける」ことに
したため、こうした曖昧さをもった「総合加
算部分」の内容を明らかとする必要があっ
た。そこで、連結子会社や連結子会社以外に
対する業績への貢献をみて判断するように変
更したのであった。
Ⅲ．業績赤字下における要求方式
１．要求方式見直しの提起
　2009 年 3 月期決算においてトヨタは赤字
となり、その後、業績は低迷した。2010 年
ゆめ W において組合は、「5 か月＋ 10 万円」
（平均 184 万円）を要求した。この要求は、
トヨタの赤字業績を反映したものではあった
（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0756、2005 年 2 月 1 日から作成した。
（注）*2 は「業績面から見たグローバルでの努力・頑張りの反映分」である。
*2- ①は「連結子会社（国内・海外）への貢献分」であり「連結業績（足下 1 年）を指標として決定」
する部分である。
*2- ②は「連結子会社以外（国内・海外）への貢献分」であり、「連結子会社以外に対する業績面から総
合的に判断」する部分である。
*3 は、「グローバルなレベルを含めた、業績面には現れない努力・頑張りの反映分など」であり、「職場
討議を踏まえ、必要額を総合的に判断」する部分である。
表 4　2005年の年間一時金要求
総合加算部分
*3
20 万円*2 －②
*2 －①
業績反映部分 42 万円
基礎部分 5 か月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
21　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0971、2010 年 4 月 27 日。
22　同上。
23　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0964、2010 年 3 月 4 日。
24　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0977、2010 年 6 月 29 日。
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る」と言うように、一時金のあり方を述べて
いるが、問題はその内容であった。「議論素
材」では、その「報われたと実感できる」の
内容を表 5 のように整理した。
　「議論素材」では、この「報われたと実感
できる」内容から、要求の考え方を整理して
いった。
　まず①の組合員の努力・頑張りの業績への
表れ方と一時金への反映である。
　ここでは組合員の努力・頑張りの反映を、
「トヨタ自動車単体の本業の利益に表れる頑
張り」28 と「トヨタ自動車の単独営業以外に
表れる頑張り」29 と区分する。前者における
努力・頑張りの反映の指標は単独営業利益に
表れるため、一時金への反映分はトヨタの単
独営業利益を用いるとする。
　後者における努力・頑張りの反映の指標
は、グループ各社の単独営業利益に表れる。
しかし②③の観点を考慮すると、「実態ある
ものとしてトヨタの業績に結びついているこ
とが必要不可欠」30 であるが、連結グールプ
各社の単独営業利益を合算した連結営業利益
　また組合は、9 月に提案された「53 期前期
運動方針」の中で、一時金について「会社を
取り巻く環境が大きく変化する中で、それに
対応するための組合員の働き方も変化してい
る。そのような状況下で、単独業績の黒字化
のみならず連結業績の一層の向上に向けて取
り組む組合員の努力・頑張りをより適切に反
映させ報われたと実感できるよう、単独業
績・連結業績の取り扱いを含めた一時金要求
の考え方を、職場の意見を踏まえながら検討
していく」25 と、一時金要求の考え方の検討
を方針とし、組合は一時金要求の考え方の見
直しをすすめていくことになった。
２．要求方式見直しの検討
（1）新しい要求方式の方向性
　組合は運動方針に基づき、執行部において
一時金の「より適切な業績反映の考え方」に
ついての検討をはじめ、2010 年 11 月に執行
部での議論を整理した職場での「議論素材」
が示された。
　「議論素材」ではまず、従来の一時金要求
の考え方について、「働き方が大きく変わっ
ている中、取り巻く環境や経営戦略の変化を
受けて、今後も働き方が変革していくこと
や、グローバル競争を勝ち抜くための意思を
込めることも考慮すると、本当にこの考え方
が『報われたと実感』できるものであろう
か」26 と疑問を述べ、「組合員の努力・頑張
りをより適切に反映し、報われたと実感でき
る一時金にするためには、業績の反映方法を
見直す必要が必要ではないだろうか」27 と問
題提起した。
　ここで「報われたと実感できる一時金とす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
25　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0983、2010 年 9 月 3 日。
26　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0988、2010 年 11 月 2 日。
27　同上。
28　同上。
29　同上。
表 5　「報われたと実感できる」の内容
①努力・頑張りが業績に表れ、それが一時金の
水準に反映されること。
②要求の正当性が確信できること。
③会社との交渉を通じて、満額を勝ち取ってこ
れること。
（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』
No.0988、2010 年 11 月 2 日より作成した。
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（2）新しい要求方式の考え方
　組合の執行部は、組合内の手続きを踏ま
え、新しい一時金の要求方式をまとめ、2011
年のゆめ W での要求案に採用することにし
た。
　一時金要求の考え方を変更する意味や「報
われたと実感できる」などは、「議論素材」
と同じであるが、2 階業績反映部分の指標に
おいて、「本業を支える活動に対する頑張り」
を反映する指標を追加した。
　「本業を支える活動」において、資金調達
や資産運用などがあるが、「議論素材」では
これを担う組合員の努力・頑張りを「その
他」と不明確にしていたが、これに対する指
標を具体化し「営業外損益－受取配当金」を
追加した。
　こうした新しい一時金の要求方式におい
て、2 階業績反映部分に対する指標を、表 6
のように決めたのであった。
　そして一時金の要求の反映額については、
組合員の努力・頑張りはどの部分に対しても
同じであるとし、表 6 にある 3 つの指標の反
映額は全て同額とした。つまり、反映額が組
合員にとって努力・頑張りが報われたと実感
できて、かつ過去との整合性や連続性を考慮
し、それぞれの指標は 1,000 億円当たり 5 万
円で算出することにしたのであった。
はトヨタの自身の業績につながっていないた
め、それを一時金への反映分として用いるこ
とはできない。
　そこで組合は、グループ各社の利益からト
ヨタの業績につながるのは ｢受取配当金 ｣と
する。
　こうして「議論素材」は、「働き方が大き
く変わっていることや今後の変革に対する
我々の意思を踏まえれば、真に報われたと実
感できる一時金要求とするためには、総合加
算として加味するのではなく、業績への貢献
分として要求すべきである」31 とし、グロー
バルなレベルでの努力・頑張りを 3 階総合加
算分から 2 階業績反映分へ変更し、一時金へ
の反映分の指標として、トヨタのグループ各
社からの受取配当金とすることを提案する。
　ただし、受取配当金の通期見通しが公表さ
れていないため、実際の算定に使用する指標
の数字については、今後、検討するとした。
なお「議論素材」は、「業績反映部分にて、
トヨタ単独営業利益以外への貢献分を要求す
ることは、それによって一時金の額がデジタ
ルに変動するということであり、言い換える
と、我々自身がトヨタ単体ではなく、グロー
バルトヨタ全体の発展に、従来以上に積極的
に関わっていくという意思を意味する」32 と、
一時金要求の考え方の変更の意味を明らかに
したのであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
30　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0983、2010 年 9 月 3 日。
31　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0988、2010 年 11 月 2 日。
32　同上。
表 6　2階業績反映部分の指標
　（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0990、2010 年 11 月 18 日から作成した。
組合員の努力・頑張り 指標
業績反映部分
本業に対する頑張り 単独営業利益
グローバルなレベルも含めた国内外
グループ各社などに対する頑張り 受取配当金
本業を支える活動に対する頑張り 営業外損益ー受取配当金
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そして、この要求案は、次のように計算され
たものであった。
　総合加算部分 b は、「『業績には表れない
頑張りなど』の観点から、職場討議を踏ま
え、加算額を総合的に判断」34 し、業績反映
部分 a については、表 8 のように算出され
た。その結果、総合加算部分 b は 10 万円、
業績反映部分 a は「-24.5 万円 +21.5 万円 =
－ 3 万円」となった。
　こうして「基礎部分＋業績反映部分＋総合
加算部分 =5 か月＋（-3 万円）＋ 10 万円＝
5 か月＋ 7 万円」となったのであった。
　この一時金要求の考え方は 2012 年及び
2013 年にも引き継がれ、組合の一時金要求
は、それぞれ「5 か月 +3 万円」、「5 か月 +30
　こうして執行部は、新しい一時金の要求方
式を図 1 のように決めたのであった。
　なお執行部は、「今回の見直しに込めた思
い（皆さんに理解頂きたいこと）」として、
一時金要求の考え方の変更のもつ意味につい
て、次のように述べた。
　「業績反映部分にて単独営業損益以外への
貢献分を要求するということは、単に一時金
要求方式を変えるというだけでなく、本業に
対する活動、国内外グループ会社などに対す
る活動、本業を支える活動の全てに関わる組
合員が、グローバルトヨタの復活・発展に向
けて、従来以上に一丸となって、主体的・積
極的に関わっていくという意思を込めるとい
うことであり、今回の見直しにあたっては、
この点を皆さんに十分理解して頂きた
い」33。
（3）2011年の要求方式
　新しい一時金の要求方式に基づいて、2011
年 2 月に組合執行部から一時金要求案が提案
された。要求案は、表 7 のとおり「5 か月＋
7 万円」と前年より 3 万円低い要求となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
33　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No．0990、2010 年 11 月 18 日。
34　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0998、2011 年 2 月 1 日。
（出所）　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0992、2010 年 12 月 2 日から作成した。
方法 組み立て 内容
金額
３階 総合加算部分 業績には表れない努力・頑張りを反映させることで、更なる報われ感につなげる部分 ( 業績には表れない努力・頑張りの反映分など )
２階 業績反映部分 業績を反映させることで、やりがい・達成感につなげる部分 ( 単独営業損益・受取配当金・「営業外損益―受取配当金」）
月数 １階 基礎部分 年間賃金の一部として安定・安心感につなげていく部分（基準内賃金の 5か月分）
図 1　新しい一時金要求の考え方
表 7　2011年一時金要求案
３階 総合加算部分 b 10 万円
5 か月
＋
7 万円
２階 業績反映部分
a- ①
-3 万円a- ②
a- ③
１階 基礎部分 5 か月
（出所） トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』
No.0998、2011 年 2 月 1 日から作成した。
　　　（出所）表 7 に同じ。
①「トヨタ単体の本業への貢献分」
　2010 年度の単独営業利益予想額を▲ 4,900 億円を前提に、1,000 億円あたり 5 万円で算出 -24.5 万円
②「グローバルなレベルも含めた国内外グループ各社などのへの貢献分」
③「本業を支える活動への貢献分」
　2010 年度の単独営業外損益予想額 4,300 億円を前提に、1,000 億円あたり 5 万円で算出
21.5 万円
表 8　業績反映部分の算出方法
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映したことに対し、会社としても重く受け止
めている」37 としつつも、「単独赤字が継続
している現在の状況下にあっては、1 階の基
礎部分の水準が、本当に黒字の時と同様で
あってよいのか、と考えざるを得ず」38 と、
1 階の 5 か月の水準を問題視し、トヨタは 4
か月程度が妥当と主張した。
　さらに 2013 年の労使協議会においてトヨ
タは、「2 階における営業損益の反映分が－ 1
万円、3 階総合加算部分が＋ 1 万円であり、
本年の要求は『5 か月＋営業外損益』と考え
ることもできる」39 とし、「賞与要求を下支
えするために、過去 2 年営業外損益が追加さ
れてきた面もあることは、理解できなかった
わけではない」40、と過去 2 年については組
合の要求方式に理解を示した。しかしなが
ら、「単独営業損益が黒字転換しつつある中、
過去 2 年と同じ形で営業外損益を賞与要求に
反映されたことは、率直に申し上げて、理解
しがたいと言わざるを得ない」41 と、組合の
要求方式に対して否定的な主張をした。そし
て、トヨタは 2013 年の一時金について組合
員 1 人平均年間「200 万円＋ 5 万円」（夏：
100 万円＋ 5 万円、冬：100 万円）いう異例
の回答をしたのであった 42。
　またトヨタは「持続的成長を目指す中で、
万円」となった。
Ⅳ．月数を基礎とする要求方式へ転換
１．組合の要求に対するトヨタの主張
　2011 年に確立された要求方式はすでにみ
たように、2011 年から 21013 年まで組合の
一時金に対する要求根拠となった。この組合
の要求方式に対するゆめ W における労使協
議会でのトヨタの主張についてみておきた
い。
　トヨタは 2011 年の労使協議会では、「『単
独営業損益』に加えて『単独営業外損益』を
要求の要素とするとのことだが、会社として
は、両者合わせた『経常損益』を要求に反映
されたと理解」35 し、「経常利益は会社の総
合力を示す大変重要な指標であるが、一時的
な損益や評価性の損益も含んでいる。そうし
た点に留意しながらであれば、要求方式の要
素とした点は理解できないわけではない」36
と組合の要求方式の変更に一応の理解を示し
た。
　また 2012 年の労使協議会でトヨタは「業
績が様変わりした 2009 年以降の賞与に関す
る議論をふり返ると、組合で真摯に議論を重
ね、2011 年の賞与要求から、赤字業績を反
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
35　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1004、2011 年 2 月 24 日。
36　 同上。
37　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1048、2012 年 3 月 8 日。
38　同上。
39　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1082、2013 年 3 月 1 日。
40　同上。
41　同上。
42　この回答を組合は「満額回答」と評価しているが、トヨタは「205 万円」と回答せず、あえて「＋ 5 万
円」としたのは、意味があった。宮崎直樹常務役員（当時）は、「会社としては 200 万円が妥当だと考
えていたが、労使相互信頼の証しである『労使宣言』から 50 周年を迎えたことを機に、組合員のさら
なる努力に期待し、プラス 5 万円の支給を決めた」（『中日新聞』、2013 年 3 月 14 日）と述べているよう
に、「＋ 5 万円」は「労使宣言」50 周年を意識したものであり、一時金はそもそも 200 万円と判断して
いたのである。
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見込みと実績の差額について、1,000 億円当
たり 5 万円の調整を夏季一時金に行うという
ものであったが、差額の調整は行われること
がなかった。
　2011 年のゆめ W においても組合は、差額
調整について例年と同じ要求をしたが、この
年の第 3 回労使協議会においてトヨタは「徹
底した労使の話し合いの結果である賞与が、
その後、労使の努力とは関わりなく、また、
会計上の処理によって、上下に大きく振れる
事態は何としても避けるべき」46 とし差額調
整について慎重な姿勢を示した。
　しかしながら、第 4 回労使協議会におい
て、トヨタは組合に対して、2011 年の差額
調整について、経常損益の見込みと実績の差
額について± 500 億円の範囲内で、1,000 億
円当たり 5 万円の調整を夏季一時金で行うと
いう回答をしたのである。
　さらに第 4 回労使協議会の後に開催された
賃金分科会において、組合は「差額調整につ
いて、会社から、本年については、経常損益
の予想と実績の差額± 500 億円の範囲で調整
するとあったが、一時金の支給額で± 3 万円
の範囲で調整すること、および、来年につい
ては、今後、さらに労使で議論を深めていく
こと」47 を確認し、組合はこの回答を受入れ
たのであった。
　2012 年は経常損益の見込みと実績の差額
について± 500 億円の範囲内で、1,000 億円
あたり 5 万円の調整を夏季一時金で行うこと
になり、3 月の労使協議会における一時金の
回答平均 178 万円（夏季 89 万円、冬季 89 万
円）は、181 万円（夏季 92 万円、冬季 89 万
円）となった。
生活の安定・安心感を確保する観点から、賞
与が過度に増えたり、減ったりすることは望
ましいことではない。単独営業損益を踏まえ
て賞与を決定することを基本としつつ、今後
賞与がどうあるべきかについて考えていく必
要があるのではないか」43 と、一時金の増減
を伴う組合の要求方式を望ましいものでない
とし、要求方式の見直しを問題提起したので
あった。
　このトヨタの問題提起に対して組合は「今
後は、組合員の意欲・活力・元気につながる
一時金要求方式のあり方について、現方式の
見直しも視野に入れながら検討を行ってい
く」44 と要求方式に見直しを明らかにした。
また 6 月に開催された「’13 夏季一時金分
科会」においても、組合はトヨタに対して、
一時金要求のあり方を検討することを明らか
にした。
２．業績実績に基づく一時金の修正
　組合がトヨタの業績を反映する要求をする
ようになって、組合の要求時における業績の
見込みと実績の差がでるため、組合は差額調
整を要求してきた。この差額調整も一時金要
求と関わりトヨタと組合の争点であったの
で、簡単に経過をみておきたい。
　2006 年までは、業績の見込みと実績との
差は、翌年の要求に反映するという方法を
とってきたが、この方法について「業績の前
提（見込み額）と実績の差による影響分（翌
年に反映）が分かりにくいとの意見」45 を踏
まえて、2007 年のゆめ W から、業績の見込
みと実績の差額を、その年の夏季一時金に反
映するという要求に変更した。具体的には、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
43　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1084、2013 年 3 月 8 日。
44　 トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1088- ①、2013 年 3 月 14 日。
45　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0825、2006 年 12 月 4 日。
46　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1009、2011 年 3 月 10 日。
47　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1013- ①、2011 年 3 月 17 日。
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「54 期後期運動方針」の中で、一時金につい
ての方針を表 9 のように述べている。
　組合の執行部はこの方針を受けて一時金の
検討を進め、2013 年 10 月に「新しい一時金
要求方式について①」を発表した。この中で
執行部は新しい一時金の要求方式を検討する
に当たり「3 階建て要求方式の成果と課題」
を表 10 のように整理した。
　そして、3 階建て要求方式において大切に
してきた「生活の安定・安心感を担保（「長
期安定的な向上」）・「業績との関連を持たせ、
やりがい・達成感に繋げる（「頑張れば報わ
れる」）」・「『トヨタらしさ』である 1 年間の
努力・頑張り・汗・涙などの『思いに拘る』
（デジタルな要求方式とはしない）」51 を維持
していくとし、表 10 の「課題」を踏まえつ
つ、以下のような提案を行った。
①要求方式を一時金水準の全体の高さを意
識できる月数方式とする。
　しかしながら、2013 年のゆめ W において
トヨタは「営業外損益を営業損益と同様に賞
与の原資とすることは、難しさがある」48 こ
とや、「本年の組合要求の考え方については、
率直に申し上げて、会社として理解しがたい
ものであると言わざるを得ない。昨年の要求
から 27 万円の増加となる 205 万円という本
年要求に、差額調整を含めてお応えすること
は、到底困難」49 などとして、組合の一時金
要求に強く反発し、最終的に組合はトヨタの
「第 2 四半期時点の経常損益見通しと実績の
差額については、調整を行わない」50 という
回答を受け入れ、2013 年で差額調整は行わ
れなくなった。
３．要求方式の見直し
　2013 年 6 月に開催された「’13 夏季一時
金分科会」においてトヨタに対して一時金の
要求方式の見直しを明らかにした組合は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
48　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1082、2011 年 3 月１日。
49　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1084、2011 年 3 月 7 日。
50　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1088- ①、2013 年 3 月 14 日。
51　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1100、2013 年 10 月 2 日。
（出所）　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1100、2013 年 10 月 2 日から作成した。
成果 課題
○会社業績の向上に伴い、組合員の一時金水準も上層させ
ることができた、
○要求構築の考え方が、1 階～ 3 階に明確に示されており、
分かり易い。
○ 1 階 ( 安定・安心感）、2 階 ( 業績の反映→達成感）、3 階
( 業績に表れない努力・頑張り・思い ) と、スッテプ感
を持って議論を行うことで、理解を深めることができる。
● 1 階～ 3 階それぞれの議論に始終しがちで、最も重要な
一時金水準全他の高さでの議論になりづらい。
　( 要求水準の高さを意識しづらい .)
●方式の理屈っぽさが目立ち、会社や職場との議論が理屈
の正当性に関する議論に陥りがち。( 組合員の努力・頑
張りや思いが議論の置き去りになることも。）
●業績に大きく影響を受ける傾向があり、年々の一時金水
準が過度に上下動するなど安定性に課題がある。
表 10　3階建て要求方式の成果と課題
（出所 ) トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1098、2013 年 9 月 4 日から作成した。
・組合員の生活の安定・安心感を確保し、今後の意欲・活力・元気の向上につながるような一時金要求方式のあり方につ
いて、現要求方式の見直しに向けて、検討を行っていく。
・検討にあったては、これまで整理してきた上記の基本的な考え方や 3 階建て要求方式に取り入れてきた「安定・安心感
を担保する」「業績と関連付けることでやりがい・達成感につなげる」「思いを込める」という 3 つの観点を大切にして
いく。また適宜、職場の声を聞きながら検討を進めていく。
・併せて「夏冬配分の考え方」についても検討していく。
表 9　一時金要求見直しの方針
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は安定・安心感を損なう可能性があることか
らである。
　④の単独営業損益 5,000 億円前後で 6 か月
程度を「目線」とすることは、1999 年以前
において組合が 6 か月の獲得を重視してきた
ことや、2000 年以降を業績と一時金の実績
との関係をみると「『単独営業損益 5,000 億
円前後の実績で 6 カ月程度』であったこ
と」53 が読み取れることからである。また、
赤字業績下においては、5 か月に拘った取り
組みをすることについては、5 か月が生活の
安定・安心感の確保から必要であることや、
自動車総連や全トヨタ労連などの上部団体に
とっても重要な数字であることからである。
　⑤の一時金要求方式の名称は、「安定・安
心感に重点を置いた小幅ドリフト方式と、業
績との関連性を明確化にした 3 階建て要求方
式、それぞれの長所・短所を踏まえた上で、
『長期安定的向上』と『頑張れば報われる』
のバランス」54 をとっていくことからである。
この点に関わり執行部が示したイメージは
表 11 の通りである。
　なお、現行の要求方式と変更案を比較した
ものが表 12 である。
　この提案の後、組合の執行部は「新しい一
時金要求方式について②」の中で、執行部の
提案は「全体としては、一定のご理解を頂い
た」55 という見解を示し、また組合員からの
質問に対して執行部の考えを説明している。
②業績の反映指標を単独営業損益とする。
③業績反映のタイミングを第 2 四半期時点
の通期見通しをベースに、10 月から要
求案提案までの環境変化を考慮する、ま
た事後の差額調整はしない。
④一時金と業績との関連性は単独営業損益
5,000 億円前後で 6 か月程度を「目線」
にし、赤字業績下においては、5 か月に
拘った取り組みをする。
⑤一時金要求方式名を「ハイブリィド要求
方式」とする。
　①の要求方式の変更は、3 階建て方式が業
績と一時金との関連を明確にするという当初
の目的は達成できたものの、一時金全体の高
さが認識されづらくなるという問題があり、
「一時金水準の全体の高さでもって 1 年間の
努力・頑張りとその成果が報われるようにす
る」52 ためである。
　②の業績反映の指標の変更は、2013 年の
労使協議会において、トヨタと組合の間で単
独営業外損益を指標とすることにおいて考え
が埋まらなかったことや、単独営業外損益が
組合員の努力・頑張りと 1 対 1 の関係にはな
いことからである。
　③の業績反映のタイミングの変更は、2008
年のリーマンショック以降、第 2 四半期決算
以降にその年の業績を左右する環境変化が発
生し、今後もそうした事態が発生する可能性
があること、また差額調整はその内容次第で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
52　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1100、2013 年 10 月 2 日。
53　同上。
54　同上。
55　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1103、2013 年 11 月 5 日。
( 出所 ) トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1100、2013 年 10 月 2 日から作成した。
長期安定的な向上 頑張れば報われる
これまで 小幅ドリフト方式 ◎ △
3 階建て要求方式 △ ◎
今後 ハイブリィド要求方式（仮称） ○ ○
表 11　ハイブリィド要求方式 (仮称 )のイメージ
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おいては、5 か月に拘った取り組みを進める
ことも主張した。
　これに対してトヨタは組合の要求方式の見
直しについて、「業績反映の仕方」・「月数で
の要求」・「業績指標」の観点から留保すべき
点を挙げつつ理解を示したものの、6.8 か月
が他社との比較において突出して高いことを
挙げ、また「賞与を判断する上では、『業績
の数値のみならず中身を精査する必要がある
こと』、『賃金引上げ要求もあわせた年収ベー
ス（昨年から 8.3% 増）』、『仕入先や販売店の
皆さんとの一体感』なども考え合わせ、誤り
のない判断をしたい」58 と慎重な姿勢を示した。
　また組合が述べた赤字業績下における 5 か
月の要求については、「赤字業績下での他社
水準や当社の高い賃金水準を踏まえると、生
計費の観点からも、その理由は見当たらな
い」59 と反論した。
　そして第 2 回労使協議会で組合は、「水準
の高さや、業績が仕入先・販売店の皆さんに
支えられていることは認識」60 しているとし、
「単純な高さのみの比較でなく、要求の考え
方や組合員の努力・頑張りなどを踏まえて判
断すべき」61 と、第 1 回労使協議会でのトヨ
そして、新しい一時金の要求方式の名称を
「ハイブリィド方式」から「新月数方式」と
したことを報告したのであった。
Ⅴ．新月数方式の要求と一時金
１．2014年の一時金
　組合はこの「新月数方式」に基づいて、
2014 年の一時金の要求を基準内賃金の 6.8
か月（夏：3.8 か月、冬：3.0 か月）として
トヨタに申し入れた。6.8 か月はトヨタの第
2 四半期時点での単独営業損益の見通しとし
て 1 兆 400 億円をベースとし、環境変化の影
響を踏まえたものであった。
　第 1 回労使協議会で組合はトヨタに対し、
「『長期安定的な向上』と『頑張れば報われ
る』を両立する『新月数方式』は、“会社の
持続的な成長を通じて労働条件の維持・向上
を図っていく”との考えを体現」56 したもの
であり、「『新月数方式』の下に導き出した
『6.8 カ月』には、黒字業績達成後も手を緩
めず、この 1 年を走り続けてきた全ての組合
員の“思い”が込められている」57 と主張し
た。また組合は新月数方式には赤字業績下に
表 12　一時金要求方式の変更案
現状 変更案
①要求方式 3 階建て要求方式 ( 月数＋金額） 月数方式
②業績反映指標 単独営業損益＋単独営業外損益 単独営業損益
③業績反映タイミング
第 2 四四半期 (2Q) 時点の通期見通し ( 見
込みと実績の差分は事後調整）
2Q 時点の通期見通しをベースに、10 月
から要求案提案までの環境変化を考慮
( 事後の差額調整はしない）
④一時金水準と業績の関連性
業績反映分として、単独営業損益＋単独
営業外損益 1,000 億円あたり 5 万円
単独営業損益 5,000 億円前後で 6 か月程
度を目線。
赤字業績下では、5 か月に拘る。
　　( 出所 ) 表 11 に同じ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
56　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1118、2014 年 2 月 20 日。
57　同上。
58　同上。
59　同上。
60　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1121、2014 年 2 月 27 日。
61　同上。
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数方式』の考え方」を説明し、「本年の要求」
について、「原価改善、稼働対応など組合員
のひたむきな努力・頑張りが収益に貢献して
いるのは事実」65 であり ､「また、将来に向
けた取り組みや、グループの持続的成長を支
えている職場の頑張り・思いも存在」66 し、
「こうした全ての組合員の努力・頑張り・思
いに報いる水準として、一時金 6.8 ｶ月を要
求」67 したと説明し、トヨタに対して「こう
した思いを真正面から受け止め、『年間協定』
『満額』をもって応えるべき」68 と主張した
のであった。
　これに対してトヨタは、「本年の要求は金
額に換算すると 248 万円となり、昨年を 4 万
円上回る。製造業主要 10 社の昨年度平均が
175 万円であることからもわかるように、当
社の水準は極めて高いもの。賃金もあわせた
年収で見ると、他社に対する優位性は非常に
大きいもの」69 であり、「単独営業利益が減
益見通しであることを踏まえると、13,300
円という賃金引上げ要求がある中での本年の
要求 6.8 ｶ月は極めて高いものであり、その
まま応えることは大変難しい」70 と、組合の
要求を受け入れがたいという主張をした。
　第 2 回労使協議会では、組合は「収益改善
（開発・生準期間短縮）」、「需要変動への対
応」、「収益改善（原価改善の積み重ね）、「グ
ローバルへの貢献」、「緊急対応」という角度
から組合員の仕事ぶりを説明し、「会社は、
こうした組合員の努力・頑張り・思いを真正
タの主張に反論した。
　これに対してトヨタは、「国内製造業大手
10 社の本年の要求に 6 ヵ月超は見あたらな
い。又業績が上向きでも昨年と同じ水準の企
業もある」62 とし、「ようやく持続的成長に
向けたスタートラインに立った最初の年とい
える中、昨年に比べ約 1 ヵ月上回る本年の要
求は、率直に申し上げて大変高い水準と言わ
ざるを得ない」63 と反論し、「『組合員の皆さ
んの努力・頑張りや思い』『業績の中身』『仕
入先・販売店の皆さんとの一体感』などを考
慮しつつ、賃金の要求も含めて、誤りのない
判断をしたい」64 と、引き続き慎重な姿勢を
示した。
　しかしながらトヨタは最終的に、組合員 1
人平均で年間 244 万円（夏：137 万円、冬：
107 万円）という回答をしたのであった。こ
の年間 244 万円の回答は満額回答であった。
２．2015年の一時金
　組合は 2015 年も「新月数方式」に基づい
て、一時金の要求を昨年と同様の基準内賃金
の 6.8 か月（夏：3.8 か月、冬：3.0 か月）を
トヨタに申し入れた。6.8 か月はトヨタの第
2 四半期時点での単独営業損益の見通しとし
て、昨年の見通しに近い 1 兆 300 億円をベー
スとし、環境変化の影響を踏まえたもので
あった。
　第 1 回労使協議会において組合はトヨタに
対し、要求の「基本的な考え方」と「『新月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
62　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1121、2014 年 2 月 27 日。
63　同上。
64　同上。
65　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1156、2015 年 2 月 26 日。
66　同上。
67　同上。
68　同上。
69　同上。
70　同上。
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　第 1 に業績に関連させた要求方式は、当然
のことながら組合員の生活実感や生活実態か
らかけ離れたものになる。この点は、これま
でみてきた組合の要求方式から明らかであ
る。その結果、要求そのものが変動し、その
ことによって一時金は大きく変動してきた。
トヨタの業績が向上している時期においては
業績に関連させた要求方式は、一時金を増額
させる根拠にはなったかも知れない。しかし
ながら、この業績に関連させた要求方式は、
トヨタの業績が悪化した時には、組合が掲げ
てきた一時金対する考え方そのものの維持が
困難となってしまった。
　業績に関連させた要求方式を採用するよう
になった 2000 年以降の組合の要求と一時金
の推移は、表 13 のとおりである。2000 年か
ら 2008 年までは一時金は増加し、2000 年の
209 万円とピークの 2007 年の 254 万円を比
較すると 45 万円の増加である。
　しかし 2009 年から 2012 年まで一時金は減
少し、ピークの 254 万円と底となった 2012
年の 178 万円を比較すると 76 万円の減少で
ある。この数字は平均でのものであり、実際
にはさらに大きな減額となった者もいるであ
ろうが、業績に関連させた要求方式による一
時金が、労働者の生活を不安定にさせている
ことが分かる。
　さらには 2009 年と 2010 年は「満額割れ」
が続いた。こうしたことから、業績に関連さ
せた要求方式の信頼性が組合員の中で低下し
たことは十分想像できよう。
　また業績に関連させた要求方式は、特にト
ヨタの業績が悪化した時期に根拠としていた
ものが、業績の回復が見えてきた時には、そ
の根拠をトヨタから反論され、再び、組合は
面から受け止め、この 1 年間の様々な取り組
みが報われたと実感できるよう、本年の要求
6.8 ｶ月に『年間協定』『満額』で応えて頂き
たい」71 と主張したのであった。しかしトヨ
タは、そうした組合員の仕事ぶりを評価しつ
つも、第 1 回労使協議会と同じようにトヨタ
の一時金の水準が、製造業大手 10 社と比較
して高いことを挙げ、「『組合員の皆さんの努
力・頑張りぶりに』『安定的かつ高い水準の
当社の賞与が、仕入先・販売店などの関係会
社の皆様との一体感に与える影響』を考え合
わせ、慎重に判断してまいりたい」72 と、慎
重な姿勢を示したのであった。
　そしてトヨタは最終的に、「①この 1 年の
組合員の皆さんの懸命なご努力・頑張り、会
社諸施策に対するご協力にしっかりとお応え
したい」・「②当社を支えていただいている関
係各社の皆様との一体感を、謙虚・感謝の思
いと行いをもって、何としても大事に守って
いかなければならないこと」73 を踏まえて
「熟慮に熟慮を重ね、判断」74 した結果、ト
ヨタは組合員 1 人平均で年間 246 万円（夏：
137 万円、冬：109 万円）という回答をした
のであった。この年間 246 万円の回答は満額
回答であった。
Ⅵ．業績に関連させた要求方式の限界
　これまで組合の要求方式についてみてきた
が、2014 年において組合は要求方式を「月
数」にもどすこととなった。これは結局のと
ころ、業績に関連させようとしてきた組合の
要求方式に限界があることを意味しているの
ではないだろうか。この点に関わり、ここで
は 2 点の問題を指摘しておきたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
71　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1159、2015 年 3 月 5 日。
72　同上。
73　同上。
74　同上。
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方の原則からみておかしなものであろう。
　すでにみたように、2011 年の第 3 回労使
協議会においてトヨタは、「徹底した労使の
話し合いの結果である賞与が、その後、労使
の努力とは関わりなく、また、会計上の処理
によって、上下に大きく振れる事態は何とし
ても避けるべき」75 と述べているが、これは
真っ当のものであろう。
Ⅶ．個人の一時金決定の仕組み
　トヨタの一時金は、組合から要求の申し入
れが行われ、労使協議会においてトヨタから
組合員 1 人の平均年額が回答され、組合が受
け入れることで決まる。つまり、年間一時金
の平均を基にして、組合は一時金の回答を判
断しているのである。従って、その段階で、
組合員 1 人ひとりは、自分の一時金の金額を
知ることができず、組合が受け入れたことを
判断できなのである。では、個別の一時金は
どのように決めているのであろうか。
　トヨタでは、3 月の労使協議会において年
間の一時金を決めた後、6 月と 11 月に「賃
金分科会」を開催し、そこでそれぞれ夏と冬
要求方式を見直さざるを得なくなったのであ
る。つまり、業績に関連させた要求方式は、
一貫した要求根拠を維持することのできない
方式であり、破たんは運命づけられたもので
あったともみることができよう。
　第 2 に業績に関連させた要求方式には、い
わば「無理」があったことである。これは組
合が要求を検討し決定する時期と、トヨタの
業績が確定する時期がずれており、組合は正
確なトヨタの業績をもとに要求できないとい
う点である。組合の要求はその年の 2 月に決
められ、3 月にトヨタと労使協議会で話し合
われる。しかし、トヨタの業績は 5 月に公表
される。
　このように要求を決める時期にはまだトヨ
タの業績は確定しておらず、組合はトヨタの
業績見通しでしか判断できない。その結果、
組合がトヨタの回答を受け入れた後に、また
業績の見込みと実績との差額調整を要求する
という、奇妙なことを行わざる得なくなって
しまうというような点に問題をみることがで
きる。一時金という賃金を、一端決めた後
に、それを変えてしまうというのは、よほど
の劇的な経済環境の変化がない中では、決め
表 13　一時金要求と一時金の推移
2000 年 2001 年 2002 年 2003 年
要求 5.9 か月 5 か月＋ 32 万円 5 か月＋ 39 万円 5 か月＋ 55 万円
一時金 209 万円 212 万円 220 万円 237 万円
2004 年 2005 年 2006 年 2007 年
要求 5 か月＋ 53 万円 5 か月＋ 62 万円 5 か月＋ 56 万円 5 か月＋ 79 万円
一時金 235 万円 244 万円 237 万円 258 万円
2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
要求 5 か月＋ 75 万円 5 か月＋ 20 万円 ５か月＋ 10 万円 5 か月＋ 7 万円
一時金 253 万円 196万円 180万円 181 万円
2012 年 2013 年 2014 年 2015 年
要求 5 か月＋ 3 万円 5 か月＋ 30 万円 6.8 か月 6.8 か月
一時金 178 万円 200 万円＋ 5 万円 244 万円 246 万円
（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』の No.0751(2004 年 12 月 6 日 )、No.0832(2007 年 1 月 30
日 )、No.1032、(2011 年 12 月 2 日 )、No.1051- ① (2012 年 3 月 15 日 )、No.1088- ① (2013 年 3 月 14
日 )、No.1126- ① (2014 年 3 月 13 日 )、No.1051- ① (215 年 3 月 15 日 ) から作成した。
（注）ゴッシク部分は「満額回答」ではない「満額割れ」を意味する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
75　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1009、2011 年 3 月 10 日。
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そのようになるのか全く分からないのであ
る。
　この一時金の問題の 2 つ目は、このよう
に、個人レベルの一時金決定の内容が、組合
の一時金を決めるのである。
　一時金は「基礎賃金比例額」と「賃金等級
別基準額 + 加算額」の合計と「成績査定」
で決められる。
　基礎賃金比例額は各人の基礎賃金に係数を
かけたものであるが、この基礎賃金は「職能
基準給 + 生産性給 + 医務職給 + 職能個人給
+ 習熟給 + 役割給 + 職位手当 + 調整給 1+ 調
整給 2+ 調整給 3」である（これは対象とな
る賃金項目を全て挙げており、職種や資格に
おいて、構成される賃金項目は異なる。例え
ば技能職の EX 級以下の基本的な賃金項目
は、「職能基準給 + 生産性給 + 職能個人給 +
習熟給」であり、事務技術職は「職能基準給
+ 職能個人給」である）。
　賃金等級別基準額は職種・資格別に賃金額
が定められたものであり、加算額は賞与考課
において決められ、辞令に表示される（ただ
し、技能職の EX 級以下は表示されない） 76。
　これを、2015 年の夏の一時金を使って説
明したい。2015 年の夏の一時金は組合員 1
人平均 137 万円であった。これはすでにみた
ように、基礎賃金比例額と「賃金等級別基準
額 + 加算額」の合計である。この 2 つの項
目の比率は「60：40」である 77。従って、夏
の一時金 137 万円の内訳は、表 14 のように
なる。また、賃金等級別基準額は表 15 のと
おりであり、これに加算額が上積みされる。
　そして成績査定は「80 ～ 120」の範囲で行
われ、個人の一時金が決まるのである。この
ように決定される一時金は組合員には、なぜ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
76　加算額は、1999 年に行われた賃金制度の変更の時にトヨタの提案で導入された。この加算額について組
合は「職能配分部分を、賃金等級別基準額と考課点別加算額に分けて、より加点的なしくみとすること
は組合が要望してきたことであり、評価したい。また、2 つに分けることで、一時金のわかりやすさの
向上につながる」（トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.0565- ②、1999 年 6 月 14 日）と評価
している。
77　この比率は 1990 年の賃金制度変更時に、当時の賃金制度変更のねらいを反映するために、職能を重視
した一時金とするために決められたものである。この比率は変更前における賃金比例分と職能配分とみ
ることができるが、この比率は「75：25」であった。
表 14　夏の一時金の配分
（円）
基礎賃金比例額（各人の基礎賃金× 2.398） 822,000
賃金等級別基礎額 + 加算額 5480,00
合計 1,370,000
（出所）トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』
No.1171- ①、2015 年 7 月 2 日から作成し
た。
表 15-1　賃金等級別基準額（事務技術職）
（円）
資格 賃金等級 基準額
主任職 事技 1 等級 913,000事技 2 等級 849,000
指導職 事技 3 等級 656,000事技 4 等級 433,500
担当事技職
事技 5 等級 120,500
事技 6 等級 66,500
事技 7 等級 53,000
表 15-2　賃金等級別基準額（業務職）
（円）
資格 賃金等級 基準額
上級業務職 上級 1 級 316,500上級 2 級 255,000
中堅業務職
中堅 1 級 158,000
中堅 2 級 104,000
中堅 3 級 82,000
基礎業務職 紫蘇 1 級 68,000
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けたものであり、この考え方は一貫して変わ
らない。この点は、組合が 2015 年の一時金
の回答を受け入れるに当たり、次のように述
べていることからも分かる。
　「本交渉では、会社は仕入先・販売店など
の関係各社の皆さんとの一体感の重要性を主
張していたが、組合員一人ひとりが、トヨタ
がそうした皆さんに支えられていることを改
めて認識する必要がある。その上で、『謙虚・
感謝』『素直・正直』といった気持ちをこれ
まで以上に大切にしながら、関係各社の皆さ
んと力を合わせてトヨタグループ全体の競争
力強化に邁進していく」80。
　トヨタの満額回答に対して、組合は組合員
をトヨタの競争力強化に駆り立てると応えて
いる。6.8 ヵ月（246 万円）という非正規労
働者の年収に匹敵するような一時金である
が、この高さを素直に評価できないのは筆者
だけであろうか。
　ところで、トヨタと組合は 2014 年 7 月か
ら「強い技能系職場づくりに向けた人事施策
に関する検討委員会」を設け、その結果、
2016 年から新しい賃金制度などを実施する。
その中にも一時金が見直されており、「期待
以上の成果を上げた組合員の意欲・活力を向
上させる」81 ために、CX 級と SX 級の加算
額が増額される。CX 級は 70,000 円から
100,000 円であり、SX 級は 50,000 円から
70,000 円である。一時金の人事考課におい
ても、より一層、働くことが求められること
になる。
員には全く分からないという点である。基礎
賃金比例額における支給率や賃金等級別基準
額は、毎年、賃金分科会で決められるので、
一定したものではない。2015 年における基
礎賃金比例額における支給率は 2.358 である
が、なぜこの率であるのか、賃金等級別基準
額は 2014 年より削減されているが 78、それ
はなぜか。さらには、加算額や成績査定結果
は支給されるまで分からない。
　このように、トヨタで働く労働者には一時
金が支給されるまで、本人の一時金の金額は
分からないし、その金額の根拠も分からない
のである 79。ましてや、他の労働者の一時金
は分からないので、自分の一時金の評価もす
ることができないのである。
おわりに
　これまで組合の一時金の要求方式について
みてきた。2000 年からの業績と関連させた
要求方式は、組合がトヨタの競争力強化に向
表 15-3　賃金等級別基準額（技能職）
（円）
資格 賃金等級 基準額
CX 級 技能 1 等級 973,000
SX 級 技能 2 等級 681,000
EX 級 技能 3 等級 572,000技能 4 等級 478,500
中堅技能職 技能 5 等級 402,500技能 6 等級 294,500
初級技能職 技能 7 等級 185,500技能 8 等級 131,500
基礎技能職 技能 9 等級 104,000
　　　（出所）表 14 に同じ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
78　2015 年は 2014 年と比較すると 7,000 円から 500 円の幅で減額されている。
79　青木慧『トヨタ人間管理方式』イースト・プレス、1993 年、179 ページ -180 ページには、1985 年末に
おける一時金に対する様子が描かれている。一時金が不当に少ないと思った労働者が、その理由を聞く
が、結局、上司を含め誰も説明できなかった。
80　 トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1163- ①、2015 年 3 月 19 日。組合は「謙虚・感謝」、「素
直・正直」を挙げているが、2011 年にトヨタがまとめた「私たちの心構え」にも「謙虚・感謝」、「正直」
があり、組合は同じ用語が使っている。
81　トヨタ自動車労働組合『評議会ニュース』No.1173、2015 年 8 月 3 日。
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　なお、業績が好調となったトヨタの一時金
の水準や資格間の格差については、みること
はできなかったが 82、いずれ、明らかにする
必要があろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
82　トヨタの一時金の特徴については、拙稿「トヨタの賃金格差」猿田正機編『トヨタ企業集団と格差社会』
ミネルヴァ書房、2008 年で明らかにした。また、トヨタトヨタの業績が赤字の時期におけるトヨタの一
時金の水準は拙稿「赤字業績下におけるトヨタと関連企業の賃金格差」『中京企業研究』№ .36、2014 年
で明らかにした。
